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令和７年度いの町国民健康保険特別会計（直診勘定）予算 

 

 令和７年度いの町の国民健康保険特別会計（直診勘定）の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８４，３６９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方

法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができ

る場合は、次のとおりと定める。 

（１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれ

らの経費の各項の間の流用 

 

 

 

令 和 ７ 年 ３ 月 ３ 日  提 出 

     い の 町 長  池 田  牧 子 

 



第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算
（歳入） （単位：千円）

款 項 本 年 度 予 算 額

１８，６９４
1.診療収入

外来収入1.
１６，７０７

その他診療収入2.
１，９８７

１０８
2.使用料及び手数料

手数料1.
１０８

５１，２７８
3.繰入金

他会計繰入金1.
４０，２７８

事業勘定繰入金2.
１１，０００

１００
4.繰越金

繰越金1.
１００

１，０８９
5.諸収入

受託事業収入1.
６８６

雑入2.
４０３

１３，１００
6.町債

町債1.
１３，１００

歳　　入　　合　　計 ８４，３６９
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（歳出） （単位：千円）

款 項 本 年 度 予 算 額

1.総務費
６５，９８７

1.施設管理費
６２，４９４

2.研究研修費
３，４９３

2.医業費
１３，６０３

1.医業費
１３，６０３

3.公債費
４，４７９

1.公債費
４，４７９

4.予備費
３００

1.予備費
３００

歳　　出　　合　　計 ８４，３６９



－  4  － 国保直診

起  債  の  目  的 限  度  額

過疎対策事業債 13,100

借入先の融資条件による。
ただし、町財政の都合によ
り措置期間及び償還期限を
短縮し、若しくは繰上償還
し、又は低利に借り換えす
ることができる。

第２表　地  方  債

（単位：千円）

起債の方法 利      率 償還の方法

証書借入れ又は証券発行

３．０％以内。ただし、利
率見直し方式で借り入れる
資金について、利率の見直
しを行った後においては、
当該見直し後の利率。

－  4  － 国保直診
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歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書
（歳入） （単位：千円）

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較

1.総　括

1.診療収入
１８，６９４ ２０，１０９ １，４１５△

2.使用料及び手数料
１０８ １０８ ０

3.繰入金
５１，２７８ ４１，９１４ ９，３６４

4.繰越金
１００ １００ ０

5.諸収入
１，０８９ １，０３６ ５３

6.町債
１３，１００ ７００ １２，４００

県支出金
０ ７９２ ７９２△

歳　　入　　合　　計 ８４，３６９ ６４，７５９ １９，６１０
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（歳出） （単位：千円）

本年度予算額 前年度予算額 比　　較 特　定　財　源

国庫支出金 地　方　債 そ　の　他
一 般 財 源

款
本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

県支出金

1.総務費
65,987 45,380 20,607 13,100 402 52,485

2.医業費
13,603 14,699 1,096 13,603△

3.公債費
4,479 4,380 99 4,479

4.予備費
300 300 0 300

歳　　出　　合　　計 84,369 64,759 19,610 13,100 402 70,867



2.歳　入

1.款 診療収入 項 1. 外来収入 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

1. 1.現年度分国民健康保険診療報酬収 1,753 2,041 288△ 1,752

入

2.未収繰越分 1

2. 1.現年度分社会保険診療報酬収入 943 1,021 78△ 942

2.未収繰越分 1

3. 1.現年度分後期高齢者診療報酬収入 9,109 9,601 492△ 9,108

2.未収繰越分 1

4. 1. ・現年度分その他診療報酬収入 2,977 3,361 384 生保、労災、公傷等公費負担金△ 2,976

2.未収繰越分 1

5. 1. ・医療給付分現年度分一部負担金収入 1,923 2,043 120 国保、社保、後期高齢者一部負担金△ 1,920

2.介護給付分現年度分 1

3.医療給付分未収繰越分 1

4.介護給付分未収繰越分 1

6. 1.現年度分介護報酬収入 2 2 0 1

2.未収繰越分 1

16,707 18,069 1,362△項 合 計

1.款 診療収入 項 2. その他診療収入

1. 1. ・現年度分諸検査等収入 986 1,086 100 検診料等△ 985

―　3　― 国保直診
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1.款 診療収入 項 2. その他診療収入 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

2.未収繰越分 1

2. 1. ・現年度分保険外診療収入 1,001 954 47 一般診療収入1,000

2.未収繰越分 1

1,987 2,040 53△項 合 計

款 合 計 18,694 20,109 1,415△

2.款 使用料及び手数料 項 1. 手数料

1. 1. ・現年度分文書料 108 108 0 証明手数料107

2.未収繰越分 1

108 108 0項 合 計

款 合 計 108 108 0

3.款 繰入金 項 1. 他会計繰入金

1. 1.一般会計繰入金一般会計繰入金 40,278 30,914 9,364 40,278

40,278 30,914 9,364項 合 計

3.款 繰入金 項 2. 事業勘定繰入金

1. 1. ・事業勘定繰入金事業勘定繰入金 11,000 11,000 0 特別調整交付金11,000

11,000 11,000 0項 合 計



3.款 繰入金 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

款 合 計 51,278 41,914 9,364

4.款 繰越金 項 1. 繰越金

1. 1.繰越金繰越金 100 100 0 100

100 100 0項 合 計

款 合 計 100 100 0

5.款 諸収入 項 1. 受託事業収入

1. 1.市町村国保分特定健康診査等受託料 686 675 11 665

2.市町村国保以外分 21

686 675 11項 合 計

5.款 諸収入 項 2. 雑入

3301. 1. ・雑入雑入 403 361 42 地域創生ソフト事業403

42・雇用保険

30繰替金（つり銭）

1・電話料

403 361 42項 合 計

款 合 計 1,089 1,036 53
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6.款 町債 項 1. 町債 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

1. 1. ・施設管理費総務債 13,100 0 13,100 過疎対策事業債13,100

医業費 0 700 700△

13,100 700 12,400項 合 計

款 合 計 13,100 700 12,400

款 県支出金 項 県補助金

県補助金 0 792 792△

0 792 792△項 合 計

款 合 計 0 792 792△

84,369 64,759 19,610歳入合計



3.歳　出

款 1. 総務費 項 1. 施設管理費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国庫支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

1. 1.報酬一般管理費 62,389 42,254 20,135 13,100 72 49,217 会計年度任用職員2,758 ・

2.給料 一般職　３人15,223 15,183・

会計年度任用職員 40・

3.職員手当等 扶養18,719 1,296・

住居 459・

通勤 989・

期末勤勉 8,194・

時間外勤務 413・

児童 840・

退職手当負担金 1,518・

初任給調整 1,577・

給料調整 539・

特地勤務 242・

準特地勤務 403・

施設管理 360・

研究手当 600・

地域 1,289・

4.共済費 共済組合6,634 5,844・

共済組合(追加) 214・

旧恩給組合 1・

互助会 110・

公務災害 30・

社会保険料 394・

雇用保険料 41・

8.旅費 普通旅費356 20・

費用弁償 336・

10.需用費 消耗品費2,334 200・

燃料費（ガス） 54・

燃料費（ガソリン） 30・

燃料費（灯油） 307・
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款 1. 総務費 項 1. 施設管理費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国庫支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

10.需用費 印刷製本費 51・

光熱水費（電気） 1,339・

光熱水費（水道） 53・

修繕料 300・

11.役務費 火災保険料1,100 102・

自賠責保険料 18・

任意保険料 19・

施設・医師賠償責任保険 243・

郵便料 35・

電話料 215・

車検手数料 37・

し尿処理費 5・

県証紙代 4・

浄化槽法定検査料 20・

計量器検定手数料 5・

浄化槽清掃料 312・

医療事故調査費用保険 12・

医療機関用サイバー保険料 73・

12.委託料 設計監理3,236 1,628・

浄化槽保守管理 124・

消防設備保守点検 86・

冷暖房保守点検 160・

空気清浄機保守 48・

医療事務サポートシステム保 779・

守

清掃業務 411・

13.使用料及び ＮＨＫ受信料31 ・

賃借料

14.工事請負費 改修工事11,500 ・

17.備品購入費 診療所備品37 ・



款 1. 総務費 項 1. 施設管理費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国庫支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

18.負担金、補 テレビ共聴施設分担金406 33・

助及び交付 県郡医師会 298・

金 労災指定医部会 2・

研修負担金 73・

21.補償、補填 つり銭繰替金30 ・

及び賠償金

26.公課費 自動車重量税25 ・

2. 18.負担金、補連合会負担 105 105 0 105 地域医療推進共同事業105 40・

助及び交付金 全国国保診療施設協議会 65・

金

62,494 42,359 20,135 13,100 72 49,322項 合 計

款 1. 総務費 項 2. 研究研修費

1. 8.旅費研究研修費 3,493 3,021 472 330 3,163 普通旅費134 115・

代診医師 19・

10.需用費 消耗品費141 ・

11.役務費 電話料72 ・

12.委託料 代診医師225 ・

13.使用料及び 駐車場使用料15 5・

賃借料 高速通行料 10・

18.負担金、補 へき地医療協議会負担金2,906 2,891・

助及び交付 研修負担金 15・

金
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款 1. 総務費 項 2. 研究研修費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国庫支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

3,493 3,021 472 330 3,163項 合 計

款 合 計 65,987 45,380 20,607 13,100 402 52,485

款 2. 医業費 項 1. 医業費

1. 10.需用費医療用機械 3,669 4,436 767 3,669 修繕料△ 300 ・

器具費

12.委託料 レントゲン装置保守2,220 1,096・

自動血球計数装置保守 145・

内視鏡装置保守 513・

超音波診断装置保守 466・

13.使用料及び ＡＥＤ借上料1,149 103・

賃借料 酸素供給装置借上料 1,046・

2. 10.需用費医療用消耗 886 948 62 886 消耗品費△ 840 ・

器材費

11.役務費 医療用廃棄物処理46 ・

3. 10.需用費医療品衛生 8,400 8,640 240 8,400 医薬材料費△ 8,400 ・

材料費

4. 11.役務費試験研究費 648 675 27 648 各種検査手数料△ 622 576・

読影検査手数料 46・

12.委託料 放射線被ばく線量測定26 ・

13,603 14,699 1,096 13,603△項 合 計

款 合 計 13,603 14,699 1,096 13,603△



款 3. 公債費 項 1. 公債費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国庫支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

1. 22.償還金、利元金 4,373 4,271 102 4,373 元金4,373 ・

子及び割引

料

2. 22.償還金、利利子 106 109 3 106 利子△ 106 ・

子及び割引

料

4,479 4,380 99 4,479項 合 計

款 合 計 4,479 4,380 99 4,479

款 4. 予備費 項 1. 予備費

1.予備費 300 300 0 300

300 300 0 300項 合 計

款 合 計 300 300 0 300

84,369 64,759 19,610 13,100 402 70,867歳出合計
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給    与    費    明    細    書

１, 特  別  職
(単位：千円、人)

給          与          費

区    分 職 員 数 期 末 手 当 共 済 費 合    計 備    考

長　等

議　員

本年度 その他の
特別職

計

長　等

議　員

前年度 その他の
特別職

計

長　等 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　

議　員 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　

比  較 その他の

特別職

計 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　

計報   酬 給   料 その他の手当
年間支給率(月分)

　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　　　　　　

　　　　　

　　　　　　　　　　 　　　　　

　　　　　

　　　　　



２, 一  般  職

(１) 総  括

給         与         費

報    酬 給    料 職員手当 計
会計年度任用職員以外
の職員 3 15,183 16,356 31,539 5,792 37,331 

会計年度任用職員 2 2,758 40 845 3,643 770 4,413 

合　計 5 2,758 15,223 17,201 35,182 6,562 41,744 
会計年度任用職員以外
の職員 3 14,639 14,956 29,595 5,531 35,126 

会計年度任用職員 1 40 2 42 42 

合　計 4 14,679 14,958 29,637 5,531 35,168 
会計年度任用職員以外
の職員         　　－          － 544 1,400 1,944 261 2,205 

会計年度任用職員 1 2,758          － 843 3,601 770 4,371 

合　計 1 2,758 544 2,243 5,545 1,031 6,576 

（　）は再任用短時間勤務職員の数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

扶養手当 住居手当 通勤手当 期末勤勉手当 児童手当 時間外手当 初任給調整手当

1,296 459 987 7,351 840 413 1,577 

2 843 

1,296 459 989 8,194 840 413 1,577 

1,194 459 1,008 6,846 240 403 1,679 

2 

1,194 459 1,010 6,846 240 403 1,679 

職員手当の 102          － △ 21 505 600 10 △ 102 

         －          －          － 843          －          －          －

102 △ 21 1,348 600 10 △ 102 

内     訳 給料調整手当 特地勤務手当 特地勤務に準ずる手当 施設管理手当 研究手当 地域手当

539 242 403 360 600 1,289 

539 242 403 360 600 1,289 

370 225 375 360 600 1,197 

370 225 375 360 600 1,197 

169 17 28          －          － 92 

         －          －          －          －          －          －

169 17 28 92 

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

(単位：千円、人)

共  済  費 合    計職  員  数

会計年度任用職員以外
の職員

本 年 度

区    分

前 年 度

比    較

備    考

本 年 度

前 年 度

比    較

区    分

区    分

本 年 度

前 年 度

比    較

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計
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(２) 給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

(千円) (千円)

給    料 544  給与改定に伴う増減分 154  給与改定の状況

1.02 %

R7.4.1

1.18 %

R6.4.1

 昇給に伴う増加分　　　　　 102 平均昇給率 0.70 %

 その他の増減分 288 その他 288 職員数の異動状況

区    分 現に在職する職員数 その他 計

本年度 3 人 3 人 

前年度 3 人 3 人 

増　減 － － － 

職員手当 2,243  制度改正に伴う増減分 1,117 扶養手当 102 

初任給調整手当 158 採用・退職の状況

期末勤勉手当 230 採　用 退　職

児童手当 600 －　 1 人 

特地勤務手当 3 －　 －　

特地勤務に準ずる手当 5 －　 －　

地域手当 19 

令和５年度

区   分 説       明 備                                考

  本年度
 給料の改定率

 給与改定実施時期

  前年度
 給料の改定率

 給与改定実施時期　　　　　　

区    分

人事院勧告に伴う給料表額の改定

令和６年度

令和７年度



増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

(千円) (千円)
区   分 説       明 備                                考

 その他の増減分 1,126 通勤手当 △ 21 

期末勤勉手当 1,118 

時間外手当 10 

初任給調整手当 △ 260 

給料調整手当 169 

特地勤務手当 14 

特地勤務に準ずる手当 23 

地域手当 73 

(３) 給料及び職員手当の状況

  ア  職員一人あたりの給与

区                                         分 医 療 職 （ 一 ） 医 療 職 （ 三 ）

令 和 7 年 4 月 1 日 現 在

平均給料月額(円) 570,500 338,200

平均給与月額(円) 1,099,929 438,951

平 均 年 齢 (歳) 58.8 52.4

令 和 6 年 4 月 1 日 現 在

平均給料月額(円) 556,100 331,900

平均給与月額(円) 1,036,209 429,628

平 均 年 齢 (歳) 57.8 51.4
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  イ  初  任  給

  ウ  級 別 職 員 数

（　）は再任用短時間勤務職員の数

　（級別の基準となる職務）

100.0    

2

２級

医師の職務

５ 級

2

計

医師の職務

主任看護師等 看護師・准看護師

1

―

６級 ５級 ４級

令 和 6 年 4 月 1 日 現 在

医 療 職
（ 三 ）

看護部長

４ 級

３ 級

区 分

大 学 卒

医 療 職 （ 一 ） ( 円 )

291,400

６ 級

５ 級

４ 級

令 和 7 年 4 月 1 日 現 在

２ 級

３ 級

100.0    

１ 級

計

短 大 3 卒 ―

医 療 職
（ 一 ）

区 分

100.0    

看護師長・主任看護師看護師長等

区 分

249,400

４ 級

１ 級

医師の職務

３級

1

２ 級

2

249,400

２ 級

１ 級

１級

職 員 数 ( 人 ) 構 成 比 ( ％ )

―

計

３ 級

１ 級

医 療 職 （ 三 ） ( 円 )

― 291,400

医 療 職 （ 三 ）

職 員 数 ( 人 )

医師の職務

級

医 療 職 （ 一 ）

級

２ 級

―

医 療 職 （ 三 ） ( 円 )
国 の 制 度

医 療 職 （ 一 ） ( 円 )

―

1

100.0    

構 成 比 ( ％ )

３ 級

計

６ 級

100.0    

４ 級

100.0    

100.0    

2

准看護師

100.0    

1



  エ  昇 給

(Ａ) (人)

(Ｂ) (人)

２号給 (人)

４号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

(％)

(Ａ) (人)

(Ｂ) (人)

２号給 (人)

４号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

(％)

医 療 職 （ 三 ）

2

2

代 表 的 な 職 種

医 療 職 （ 一 ）

1

1
本
　
年
　
度

33.3

13

1

合 計

50.0

50.0

1 2

112

3

1

前
　
年
　
度

100.0

1 1

昇 給 に 係 る 職 員 数

66.7

区                   分

職 員 数

職 員 数

比 率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ )

比 率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ )

昇 給 に 係 る 職 員 数
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  オ 期末手当・勤勉手当

（　）は再任用職員の標準的な支給率

  カ  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 .

  キ  特殊勤務手当 　ク　その他の手当

支 給 率 計

4.600

(2.350)

4.500

(2.400)

(2.400)

4.600

47.709  

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

級 等 に よ る 加 算 措 置

医療職(一)　1級(25号以上)⇒5%　2級⇒10%　3・4級⇒15%
医療職(三)　3級25号～4級⇒5%　4級(主任以上)⇒10%
            5・6級(看護部長)⇒15%

医療職(一)　1級(25号以上)⇒5%　2級⇒10%　3・4級⇒15%
医療職(三)　3級25号～4級⇒5%　4級(主任以上)⇒10%
            5・6級(看護部長)⇒15%

2.300

2.300

(1.200)

2.250

(1.175)

最高限度

備　　考

代表的な特殊勤務手当の名称

全 職 種
医業職（一） 医療職（三）

区　　　　　　分

支給対象職員の比率　（％）

給料総額に対する比率（％）

(令和7年 4 月 1 日現在)

47.709  

区　　　　分

支 給 率 等

20年勤続の者

24.586875  33.27075  

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875  33.27075  

35年勤続の者25年勤続の者

（月分）

(1.200)

2.300
国  の  制  度

前　年　度

(1.200)
本　年　度

(1.200)

(1.175)

2.250

2.300

―

同住 居 手 当

区 分

特 例 措 置

―

代 表 的 な 職 種

（月分） （月分）

同

47.709  

定 年 前 早 期 退 職

措 置 等

定 年 前 早 期 退 職

差 異 の 内 容

―

通 勤 手 当

(2% ～ 20% 加 算 )

47.709  

備　　考

同

特 例 措 置

扶 養 手 当

国 の 制 度
と の 異 同

そ の 他 の 加 算

(2% ～ 20% 加 算 )

区　　　　分
6月分(月分) 12月分(月分)

支 給 期 別 支 給 率

（月分）

(月分)
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込に関する調書

過 疎 対 策 事 業 債

合　　　　　　　　　計

(単位：千円)

前年度末迄の 当 該 年 度 以 降

の 支 出 予 定 額

R7-R11 515

その他

支出(見込)額

515

地方債県支出金国庫支出金

区　　　　　　分

金  額 金  額年  度

R6 0515Ａ　Ｅ　Ｄ　借　上　料

事              項 特      定      財      源

左     の     財     源     内     訳

一  般

財  源

限度額

年  度

13,100 4,373 52,103

46,547 43,376 13,100 4,373

(単位：千円)

52,103

現　　　在　　　高

前　前　年　度　末 前   年   度   末

現 在 高 見 込 額 見    込    額

当  該  年  度

末  現  在  高

当 該 年 度 中 増 減 見 込

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

起 債 見 込 額 償 還 見 込 額

46,547 43,376

－19－ 国保直診
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